
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨交通・物流、情報通信 

 

■具体的な施策等 

 郵政事業の基本的サービスの確保 

 復興進捗状況等の正確な情報発信 

 物資調達の効率化 

 災害に備えた交通安全施設等の整備 

 情報通信技術の利活用、情報通信基盤の復興、災害に強い

情報通信ネットワークの構築等の推進 

 被災地域の地方公共団体と住民が円滑にコミュニケーショ

ンできる環境の確保や内外への正確な情報発信の強化 

 災害時にも通信手段の確保を可能とする通信衛星 

 災害を想定したサプライチェーン対策 

 流通システム構築事業 

 生活支援円滑化事業  

 被災地域における公共交通の確保・維持 

 災害に強い物流システムの構築 

 外航海運企業のノウハウ等を活用した災害ロジスティクス

の構築 
 

249



 

郵政事業の基本的サービスの確保 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 内閣官房 

節 （３）地域経済活動の再生 

項  ⑨交通・物流、情報発信 作成年月 

目 （ⅲ） 平成 25年 4月 

これまでの取組み 

郵政事業の基本的サービスが郵便局で一体的に利用できるネットワークとなることを確

保するため、平成 22年 10月 23日に郵政改革関連法案(郵政改革法案、日本郵政株式会

社法案、郵政改革法及び日本郵政株式会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律案)を国会に提出。平成 24年 3月 30日に撤回。 

 

平成 24 年 3 月 30 日、郵政民営化法等の一部を改正する等の法律案(武正 公一衆議

院議員外五名)が国会に提出され、同年 5 月 8 日に成立したことを受け、郵政民営化法等

の一部を改正する等の法律の施行期日を定める政令(平成 24年政令第 201号)により、施

行日を同年 10月 1日とした。 

 

当面（今年度中）の取組み 

― 

中・長期的（3年程度）取組み 

― 

期待される効果・達成すべき目標 

郵政民営化法等の一部を改正する等の法律の施行により、日本郵政株式会社及び日

本郵便株式会社が、郵政事業の基本的サービスを利用者本位の簡便な方法により、郵便

局で一体的に利用できるようにするとともに、将来にわたりあまねく全国において公平に利

用できるよう、郵便局ネットワークを維持することを確保した。 

 

「平成 24年度補正予算及び平成 25年度予算における予算措置状況」 

予算措置なし。 
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復興進捗状況等の正確な情報発信 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 内閣官房 

節 (３)地域経済活動の再生 

項  ⑨交通・物流、情報発信 作成年月 

目 （ⅳ）復興の進捗状況などのインターネットでの公開

や、・・・内外に向けた正確な情報発信等を進める。 

平成 25年４月 

これまでの取組み 

発災以降、各府省と緊密に連携し、被災地支援情報から復興の進捗状況に至るまで、

各府省の情報を総合的に集約した情報発信に努めてきたところ。具体的には以下の取

組を実施してきた。 

 

【ホームページ等を通じた情報発信】 

１． 発災直後から、首相官邸ＨＰにおいて震災関連ポータルサイトとしての「首相官邸災

害対策ページ」（日本語版・英語版）を開設し、災害情報や被災者支援情報を発信。

東京電力福島原発・放射能関連情報についても、専門ページを構築し、モニタリング

データ等を発信。 

２． 発災直後に「首相官邸災害ツイッター」を開設し、震災からの復興や自然災害に関す

る各府省の情報を、即時性を確保しつつ発信（フォロワー約 71万１千人）。平成 23年

11 月には「首相官邸ツイッター」を開設し、官邸ＨＰの更新情報を中心に総理に関す

る情報を発信（フォロワー約 16万８千人）。また、24年 4月には Mixiページを開設。 

３． 発災直後に、英語版ツイッター（フォロワー約 11 万１千人）や Facebook を開設し、海

外へ情報発信。23 年８月には、英語版「首相官邸災害対策ページ」の構成・デザイン

を一新し、国内外への英語による情報発信機能を強化。 

４． 23 年９月末に、首相官邸ＨＰに、「被災地の今」を投稿写真・メッセージにより情報発

信する「私の復興便り」（国民参加型コーナー）を設置。これまでに投稿された写真・メ

ッセージは 800枚超。 

５． 23 年 10 月末に、首相官邸ＨＰに、国の取組方針やインフラ復旧などの進捗状況、地

方自治体の取組など、復興関連情報を発信する「復興サイト」を新たに開設。 

６． 23 年９月以降、総理による主要な演説・会見については、英訳だけでなく中国語訳を

作成し、首相官邸 HPを通じて発信。 

７． 24 年１月に英語版ＨＰを全面リニューアル、２月には首相官邸中国語版ＨＰを開設す

るなど、海外への情報発信体制を強化。 

８． 24 年 4 月に、「復興サイト」において復興の進捗状況の「見える化」「ビジュアル化」を

実施するなど、官邸ＨＰの機能を強化。 

９． 首都圏の通信インフラが使用不可能となった場合でも、衛星回線の活用により首相

官邸ホームページや首相官邸災害ツイッターなどを通じて、政府全体の重要情報を

発信するための体制を、平成 24年度から運用。 

 

251



【被災地に向けた情報発信】 

１． 各府省の震災関連情報をまとめた「壁新聞」を第１号（23 年３月 30 日）から第 15 号

（23年７月 19日）まで発行。被災３県の自治体や避難所、コンビニ・スーパー・郵便局

（約 4000店舗）等に配布。 

２． 震災からの復興に係る政府からの最新情報を「ニュースレター」とし 23 年９月から毎

月２回発行。首相官邸ＨＰに掲載するほか、被災３県のコンビニ・スーパー・郵便局

（約 4000店舗）等に配布。 

３． 避難者や仮設住宅入居者へ必要な情報を手元に届けるため、「生活再建ハンドブッ

ク」「仮設住宅くらしの手引き」等のハンドブックを、９種計 170万部発行し、配布。 

４．「ニュースレター」「ハンドブック」においては、障がい者の方のために、音声コードの掲

載や、問い合わせ先へのＦＡＸ番号併記を実施。  

当面（今年度中）の取組み 

【ホームページ等を通じた情報発信】 

引き続き、復興庁等の各府省庁と連携を取りながら、首相官邸ホームページを通じた

復興関連情報の迅速かつ正確な発信を行うとともに、ＳＮＳを活用して災害情報や支援

情報等を迅速に提供する。 

中・長期的（3年程度）取組み 

１． 首相官邸ＨＰをはじめとする各種媒体を通じて、復興関連情報及び復興の進捗状況

を継続的に発信。 

２． 被災地への情報発信手法について事後的に評価、今後の情報発信手法への反映さ

せる作業を継続的に実施。 

期待される効果・達成すべき目標 

○期待される効果  

被災地の復興の進捗状況が迅速かつ正確に国内外に発信されることにより、日本国

内及び海外において、被災地復興のための正確な情報把握が可能になるとともに、復興

への気運が継続的に醸成されることが期待される。 

○達成すべき目標 

首相官邸ＨＰから発信される情報について、内外における実際の利活用度を指標とす

ることが適当であるため、下記の目標を設定。 

・25年度末までの、首相官邸ＨＰのページビュー  月間 1500万ＰＶ 

「平成 24年度補正予算及び平成 25年度補正予算における予算措置状況」 

○広報関連経費  

24年度補正後予算額 61百万円 

25年度当初予算額   － 

・原子力災害における風評被害抑制のための国際広報強化・充実等経費 

・震災からの復興に向けて、首相官邸から迅速・正確に情報を発信するための経費 
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物資調達の効率化 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 内閣府 

節 （３）地域経済活動の再生 

項 ⑨交通・物流、情報通信 作成年月 

目 （ⅱ）（ヘ） 平成 25年 4月 

これまでの取組み 

政府の現地対策本部と官邸や、実際の物資調達等を実施する関係省庁の間におけ

る物資調達関係（物資の要請、要請受理、物資調達、物資輸送、物資受理）の効率

化、情報共有化に取り組んでいる。 

平成 22 年度には、エクセルを利用して、物資要請や物資調達状況を記録し、集

計や情報共有を行なう為の様式・簡易アプリケーションを作成した。 

平成 23・24 年度には、東日本大震災における政府の物資調達実績を集計・整理

し、物資調達業務に必要な入力情報の分析・物資管理システムの仕組みのあり方の

検証を行ったところ。 

当面（今年度中）の取組み 

平成 24 年度の結果を踏まえつつ、物資管理システムの構築を行い、物資調達の効

率化を図ることを目指す。 

中・長期的（3年程度）取組み 

平成 25年度の取り組み結果を踏まえ、各省庁や協力民間事業者等とより効率的かつ

効果的な連携が可能となるよう、運用の改善を図る。 

期待される効果・達成すべき目標 

データ管理の効率化・省力化を図るとともに、関係機関内での情報共有の徹底によ

り、被災自治体及び被災者へより迅速かつ的確な支援物資の供給が可能となる。 

「平成 24年度補正予算及び平成 25年度予算における予算措置状況」 

総合防災情報システムの整備経費（310百万円）の内数 
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災害に備えた交通安全施設等の整備 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 警察庁 

 節 (3) 地域経済活動の再生 

項 ⑨交通・物流、情報通信 作成年月 

目 (ⅱ) (リ) 信号機の滅灯防止など災害に備えた交

通安全施設等の整備 

平成 25 年４月 

これまでの取組み 

① 信号機電源付加装置の整備等 【再掲 ５(1)②(ⅱ)】 

② 交通管制システムの高度化 

   都道府県警察が交通情報を管理するための交通管制システムの高度化を強力に推進し 

ている。 

当面（今年度中）の取組み 

① 信号機電源付加装置の整備等（当面の取組段階） 【再掲 ５(1)②(ⅱ)】 

② 交通管制システムの高度化（当面の取組段階） 

  引き続き、交通管制システムの高度化を強力に推進する。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

① 信号機電源付加装置の整備等（中長期段階） 【再掲 ５(1)②(ⅱ)】 

② 交通管制システムの高度化（中長期段階） 

引き続き交通管制システムの高度化を強力に推進する。 

期待される効果・達成すべき目標 

① 「信号機電源付加装置の整備等」及び「交通管制システムの高度化」について 

停電時においても安定的に信号機の機能を維持するとともに、交通情報提供の迅速・適正

化を図ることによって、円滑な避難、支援物資の供給等を実現し、もって災害に強い交通・物

流網を構築する。 

信号機電源付加装置の整備、信号灯器のＬＥＤ化等の推進については、整備事業費の一

部が国庫補助の対象となるものの、整備数は都道府県警察における予算の状況に左右され

るため、現状で数値目標を定めることは困難である。 

   交通管制システムの高度化については、平成 26 年度末までに被災地を含む全国の交通

管制システムの高度化を完了する。 

平成 24 年度補正予算及び平成 25 年度予算における予算措置状況 

・ 新たなまちづくりや仮設住宅等の建設に伴い必要となってくる交通安全施設等整備事業に

係る経費                          92 百万円【平成 25 年度予算（復興特会）】
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情報通信技術の利活用、情報通信基盤の復興、災害に強い情報通信ネットワークの構

築等の推進 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 総務省 

節 （３）地域経済活動の再生 

項 ⑨交通・物流、情報通信 作成年月 

目 (ⅲ) 

※災害に強い情報通信ネットワークの構築については、一部（３）①

（ⅳ）の再掲 

平成 25年４月 

これまでの取組み 

（情報通信技術の利活用促進について） 

○行政情報のバックアップや業務継続性の確保等の観点から、複数の地方公共団体に

よる情報システムの集約と共同利用に向けた具体的な取組として、自治体クラウドの

活用を推進してきたところ。東日本大震災における住民データの流失事例等を踏ま

え、23年度第 3次補正予算により、被災地の市町村が自治体クラウドを導入する事業

に対し、その整備費用の一部を支援。 

○広域災害発生時における重要データ退避や業務処理継続を可能とする高信頼かつ大

幅に省電力なクラウド間連携基盤の構築に向けた研究開発を実施。平成 24 年度は、

長距離間及び３つ以上の複数クラウド環境を整備して総合評価実験を実施し、他クラ

ウドへの処理機能の移行や、他のクラウドの処理機能の追加が可能なクラウド間連

携技術を確立した。また、複数のデータセンターから構成される大規模なクラウドシス

テムにおいて、トラヒックの変化に応じて、ネットワーク機器等の稼働数や稼働箇所の

適正な制御等を行う省電力化技術を確立した。また、セキュリティ上の課題を残したま

ま発展しつつあるクラウド環境を安心・安全なものとするための新たな情報セキュリテ

ィ対策技術の研究開発を実施した。 

○建設作業員の入退場記録や安全講習の履歴、保有資格などをＩＣカードで管理する就

労履歴管理システムについて、平成 23 年度は、宮城県石巻市の応急仮設住宅の建

設現場で先行的に導入。平成 24年度は、福島市に対し、除染業務に就労履歴管理シ

ステムを導入するための費用の一部を補助。 

○ネットワークを通じた情報収集や情況分析を行うことにより、きめ細やかな動作ができ

るロボットの実用化に向け平成 25年 3月に技術実証を実施。 

 

（情報通信基盤の復旧、復興等の環境整備について） 

○通信ネットワークが被災した地域における通信手段を確保するため、自治体等からの

要望を踏まえ、移動通信機器（衛星携帯電話 300 台、ＭＣＡ※280 台及び簡易無線

1500台）及び小型固定無線システム 100対向を被災自治体等に貸与。可搬型衛星通

信システム約 180台を平成 23年度末までの間配備。 

※ＭＣＡ（Ｍｕｌｔｉ－Ｃｈａｎｎｅｌ－Ａｃｃｅｓｓ） 

○被災地方公共団体が実施する情報通信基盤の復旧のための補助事業を実施。平成
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24年度は、６市町村において、９事業を実施。 

○東日本大震災による被害を受けた岩手県、宮城県、福島県では、地上アナログ放送

の終了が平成 24 年３月 31 日までとなったことから、この地域の方々が円滑にデジタ

ル化対応していただけるよう、デジサポ等による受信相談、共聴施設への技術支援等

を強化し、予定どおり平成 24年３月 31日にデジタル放送への移行を完了。 

○被災地域のうち、津波による流出等により生活基盤に大きな被害を受けた地域におい

て、復興計画に基づいて、光ファイバ網等の整備を行う被災自治体に対し、その整備

費用を支援（平成 24年度は 3自治体において事業を実施）。 

 

（災害に強い情報通信ネットワークの構築について） 

○災害の発生により長時間にわたって電源が途絶した場合における通信を確保するた

め、総合通信局に移動電源車（小型移動電源車 7 台及び中型移動電源車 3 台）を配

備し、東北総合通信局から南三陸町へ小型移動電源車 1台を貸与。 

○多様な関係機関が保有する災害関連情報を自治体において一元的に管理し、テレビ・

携帯電話など多様なメディアで住民に迅速かつ確実に情報を伝達する、ＩＣＴを活用した

災害に強い情報連携システムの構築を支援。 

○東日本大震災の発生により、広範囲にわたり、輻輳や通信途絶等の状態が生じたこと

を受け、平成 23 年４月より、有識者や電気通信事業者等を構成員とする「大規模災害

等緊急事態における通信確保の在り方に関する検討会」を開催し、同年 12月に最終取

りまとめを行い、通信ネットワークの耐災害性の強化に必要な研究開発の課題等を整

理。 

○平成２３年度補正予算（第３号）により、「災害時の通信の輻輳を軽減する技術」、「通

信・放送インフラが地震等で損壊した場合でも直ちに自律的にネットワークを構成し通

信を確保する技術」等の研究開発を実施。通常時の５倍以上の携帯電話音声需要にも

対応可能となる技術、３分以内に衛星通信の確立が可能となる小型地球局等の災害に

強い情報通信技術を確立した。 

○平成２４年度予算により、「災害時に有効な衛星通信ネットワーク技術」、「災害時に通

信処理能力を緊急増強する技術」等について研究開発を開始。 

当面（今年度中）の取組み 

（情報通信技術の利活用促進について） 

○自治体クラウドの全国展開を推進するため、自治体クラウドの導入に対する地財措置

を講じるとともに、自治体の取組の障害となる事柄について調査研究等を実施するこ

とにより、自治体クラウドの活用を引き続き推進。 

○災害時においても業務処理を継続する高信頼かつ省電力なクラウドサービスについ

て、民間企業における技術開発等を推進し、研究開発成果の実用化に向け働きかけ

を行う。 

○就労履歴管理システムについて、福島市等における導入実績や効果を踏まえ、他の

自治体にも導入に向けた働きかけを行う。 

 

（情報通信基盤の復旧、復興等の環境整備について） 

○衛星携帯電話、小型固定無線システム等を引き続き貸与する。また、保有する衛星携
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帯電話等を被災地等に迅速に搬送・貸与できるように、関係機関と連携を強化するな

ど、対策を進める。 

○被災地方公共団体が実施する情報通信基盤の復旧のための補助事業を実施する。

また、高台移転等の復興に向けた街づくりを進めている地域において、超高速ブロー

ドバンドの提供のための光ファイバ網等の設備や地上放送の難視聴解消のための共

聴施設等の通信・放送基盤の整備を行う自治体に対し、その整備費用を支援する。 

 

（災害に強い情報通信ネットワークの構築について） 

○移動電源車について、地域の防災訓練への参加や十分な周知活動等を通じた地方公

共団体及び民間事業者との連携、移動電源車の保守管理等により、災害時の迅速な

貸与を可能とする体制整備を行う。 

○多様な関係機関が保有する災害関連情報を自治体において一元的に管理し、テレビ・

携帯電話など多様なメディアで住民に迅速かつ確実に情報を伝達する、ＩＣＴを活用し

た災害に強い情報連携システムの構築を支援する。 

○地方公共団体等の所有する地域の地域公共ネットワークについて防災目的での多重

化を行う取組や、これらに準ずるような公共性の高い民間事業者所有のネットワーク

について多重化等を行う取組について支援する。 

○「災害時に有効な衛星通信ネットワーク技術」、「災害時に通信処理能力を緊急増強す

る技術」等について研究開発を継続して実施するとともに、東北地方にテストベッド等

の研究開発拠点を整備する。 

中・長期的（3年程度）取組み 

（情報通信技術の利活用促進について） 

○自治体クラウドの活用を引き続き推進。 

○災害時においても業務処理を継続する高信頼かつ省電力なクラウドサービスについ

て、民間企業における技術開発等を推進し、研究開発成果の実用化に向け働きかけ

を行う。 

○就労履歴管理システムについて、福島市等における導入実績や効果を踏まえ、他の

自治体にも導入に向けた働きかけを行う。 

 

（情報通信基盤の復旧、復興等の環境整備について） 

○衛星携帯電話、小型固定無線システム等について、無償貸与を希望する自治体等に

対し、引き続き貸与する予定。 

○被災地方公共団体が実施する情報通信基盤の復旧に対する支援を行う。 

また、高台移転等の復興に向けた街づくりを進めている地域において、超高速ブロード

バンドの提供のための光ファイバ網等の設備や地上放送の難視聴解消のための共聴

施設等、復興に必要な通信・放送基盤の整備を行う自治体に対し、その整備費用を支

援する。 

 

（災害に強い情報通信ネットワークの構築について） 

○移動電源車について、地域の防災訓練への参加や十分な周知活動等を通じた地方公

共団体及び民間事業者との連携、移動電源車の保守管理等により、災害時の迅速な
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貸与を可能とする体制整備を行う。 

○災害に強い情報連携システムについて、被災自治体における導入実績を踏まえ、全

国への展開を働きかける。 

○災害に強い情報通信ネットワークの構築に係る研究開発について、中期的な課題とし

て、「災害時に有効な衛星通信ネットワーク技術」、「災害時に通信処理能力を緊急増

強する技術」等を確立する。 

期待される効果・達成すべき目標 

（情報通信技術の利活用促進について） 

○災害に強く復興に有効なクラウドサービスの地方公共団体等における導入・活用が促

進される。 

○被災地の復旧・復興工事に係る安全衛生の確保、作業員と作業内容のマッチング、退

職金や労災（アスベスト被害、放射線被曝等）等、就労者の労働環境の改善を通じ被

災地の迅速な復旧、復興を図る。 

〇災害現場等において活用される災害対応ロボットに、研究開発の成果が活用されるこ

とが可能になる。 

 

（情報通信基盤の復旧、復興等の環境整備について） 

○被災地において情報通信手段が確保されることにより、被災自治体等における行政機

能の維持や住民の情報入手・提供手段の確保を可能とする。 

○情報通信基盤の早期復旧や整備を図り、住みやすい環境を整備することにより、防災

をはじめとするブロードバンドを活用した様々な公的アプリケーションの提供や放送の

受信環境の整備等が実現され、被災地域の復旧・復興の促進及び被災者の暮らしの

再生につながる。 

○相談体制の強化、共聴施設等への技術支援等を強化することにより、この地域の

方々が円滑にデジタル化対応していただき、地上アナログ放送を円滑に終了し、地上

デジタル放送への完全移行ができることとなる。 

 

（災害に強い情報通信ネットワークの構築について） 

○災害の発生のため広範囲にわたって、長時間停電した場合における通信手段等の安

定的な提供が可能となる災害対策用移動電源車を貸し出すことにより、地方公共団

体等の自主的な応急復旧の補完・支援が可能となる。 

○地方公共団体における、携帯メール、テレビ、エリアワンセグ等の多様なメディアを重

層的に活用した、住民への情報伝達手段の多様化・高度化を実現するための仕組み

についての仕様書を作成し、こうした仕組みの効率的・効果的な全国展開を図る。 

○災害時の通信の輻輳を軽減する技術、通信・放送インフラが地震等で損壊した場合で

も直ちに自律的にネットワークを構成し通信を確保する技術等の研究開発を行うこと

で、災害時の情報伝達の基盤となる情報通信ネットワークの耐災害性の強化を実現

する。また、上記の研究開発の実施にあたっては、東北地方に整備予定のテストベッ

ド等の研究開発拠点と連携することにより、これらと被災地域の大学等の知見や産業

集積面での強みを最大限に活用し、産学官が連携した新たな研究開発イノベーション

拠点の形成を実現し、当該拠点から研究開発成果等を国内外に積極的に情報発信す
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る。 

平成２５年度予算における予算措置状況 

（情報通信技術の利活用促進について） 

・自治体クラウドの推進に向けた調査研究等 20百万円 

 

（情報通信基盤の復旧、復興等の環境整備について） 

・情報通信基盤災害復旧事業費補助金 

97百万円【復興特会】 

・被災地域情報化推進事業（復興街づくりＩＣＴ基盤整備事業） 

 

4,923百万円の内数【復興特会】 

 

（災害に強い情報通信ネットワークの構築について） 

・防災情報通信基盤構築事業 2,991百万円【24年度補正予算繰越】 

・地域公共ネットワーク等強靭化事業 12,005百万円【24年度補正予算繰越】 

 

・災害時に通信処理能力を緊急増強する技術及び災害時に有効な衛星通信ネットワー

ク技術に関する研究開発 3,100百万円【24年度補正予算繰越】 
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被災地域の地方公共団体と住民が円滑にコミュニケーションできる環境の確保や内外へ

の正確な情報発信の強化 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 総務省 

節 （３）地域経済活動の再生 

項 ⑨交通・物流、情報通信 作成年月 

目 （ⅳ） 

※海外への情報発信強化については５（４）③（ⅰ）にも再掲 

平成 25年４月 

これまでの取組み 

（被災地域の地方公共団体と住民とのコミュニケーション環境の確保、生活支援の円滑

化について） 

○財団法人地方自治情報センターが管理してきた「被災者支援システム」を、同センター

が運営する「地方公共団体業務用プログラムライブラリ」に登録（平成 18 年）し、地方

公共団体に無償で提供。東日本大震災後、被災者支援システムの利用を促進するた

め、①本システムの改変を認める、②本システムをシステム事業者にも開放する、措

置を実施。また、23 年度第 1 次補正予算で創設された「市町村行政機能応急復旧補

助金」により、庁舎が津波で壊滅したり原子力災害により移転を余儀なくされている場

合において、被災者支援システムを含む被災者の支援に必要な情報システムを整備

する自治体に対して、その取組を支援。 

○平成 23年度に、被災自治体からの要望等を踏まえ、被災地域の地方公共団体と住民

とのコミュニケーション環境の確保に係る取組を支援する補助金を創設。平成 24 年度

までに、15事業に対して交付決定。 

 

（内外への正確な情報発信） 

「国際共同製作による地域コンテンツの海外展開に関する調査研究」（平成２３年度）

において、各地域に組成された地域協議会を通じて、地方の放送局や番組製作会社等

が、各地の物産・観光資源等を紹介するコンテンツを海外の放送局と共同製作し、それら

のコンテンツを海外の放送局等を介して継続的に世界へ発信する機会を創出することに

より、地域コンテンツの海外展開の取組を促進。平成２３年度は、共同製作番組を１５本

製作し、アジア諸国で放送を実施。 

また、「海外への情報発信の強化」（平成２３年度３次補正）において、テレビ国際放送

や国際共同製作等を通じて、海外への情報発信を強化し、東日本大震災後の海外にお

ける日本のイメージ回復を図り、風評被害等の拡大を防止。 

①被災地の復興をテーマとした番組を委託により４２本製作し、ＮＨＫ子会社の外国人

向け海外放送ネットワークでの放送やインターネットを活用しての世界への配信を実

施。 

②海外放送事業者と国内放送事業者が被災地の復興をテーマとした放送番組を１６本

を共同製作し、海外での放送を実施。 

当面（今年度中）の取組み 
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（被災地域の地方公共団体と住民とのコミュニケーション環境の確保、生活支援の円滑

化について） 

○現在、内閣府（防災）において「被災者台帳」を法定に位置づけること等を内容とする

災害対策基本法の改正の検討が進められており、関係省庁とも連携しながら、被災者

の支援のためのシステムについて、個々の団体の実情に応じたシステムの活用や、

平時における導入準備が進むよう助言や周知に努める。 

○地元地域と避難住民との間の円滑なコミュニケーションの確立及び避難地域での住民

同士のコミュニケーションの円滑化のため、仮設住宅や全国各地に避難している住民

に対して、地元地域の行政情報、生活情報、復興の進捗状況等を正確・迅速に提供す

るための情報通信環境を構築する自治体に対して、その取組を支援する。 

中・長期的（3年程度）取組み 

（被災地域の地方公共団体と住民とのコミュニケーション環境の確保、生活支援の円滑

化について） 

被災者の支援のためのシステムについて、個々の団体の実情に応じたシステムの活

用や、平時における導入準備が進むよう助言や周知に努める。 

期待される効果・達成すべき目標 

（被災地域の地方公共団体と住民とのコミュニケーション環境の確保、生活支援の円滑

化について） 

○被災者の支援のためのシステムを活用することで、災害発生時の被災者証明の発行

や仮設住宅の管理等、地方公共団体における被災者に対する生活支援業務が円滑

化。 

○地元地域の行政情報、生活情報、復興の進捗状況等を、地域内の住民及び仮設住宅

や遠隔地に避難している住民に対して正確かつ迅速に提供することで、地元地域と避

難住民との間の円滑なコミュニケーションの確立や地元地域の活性化に寄与するとと

もに、住民の地域外へのさらなる避難を抑制する。 

 

（内外への正確な情報発信） 

日本のイメージ回復及び風評被害等の拡大防止による経済活性化が期待される。 

平成２５年度予算における予算措置状況 

（被災地域の地方公共団体と住民とのコミュニケーション環境の確保、生活支援の円滑

化について） 

・被災地域情報化推進事業（ICT地域のきずな再生・強化事業） 

4,923百万円の内数【復興特会】 
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災害時にも通信手段の確保を可能とする通信衛星  

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 文部科学省 

節 （３）地域経済活動の再生 

項 ⑨交通・物流、情報通信 作成年月 

目 (ⅲ) 次世代の発展につながるよう、地方公共団体を

はじめ幅広い分野へのクラウドサービスの導入推進

など情報通信技術の利活用促進を行う。あわせてこ

れと一体的に情報通信基盤の復旧、復興等の環境

整備を進め、まちづくりと一体となった国民が安心し

て利用できる災害に強い情報通信ネットワークの構

築に向けた取組みを行う。また、被災した郵便局の

復旧を進めるとともに、郵政事業の基本的サービス

が郵便局で一体的に利用できるネットワークとなるこ

とを確保する。 

平成 25年４月 

これまでの取組み 

○ 東日本大震災時には、地上通信網が被災し、発災直後の通信途絶による避難・救助

等の遅延、被災下でのインターネット接続環境の喪失等が発生した。被災地からの要

望により、技術試験衛星Ⅷ型「きく８号」（ETS-Ⅷ）と超高速インターネット衛星「きず

な」(WINDS)による岩手県及び宮城県の自治体への衛星通信回線の提供を行い、イン

ターネット接続による住民による安否情報確認、自治体派遣の医療チームや海上保

安庁による関係者との情報共有や地図情報確認、IP電話による情報共有、ハイビジョ

ンテレビ会議による情報共有に活用された。災害に強い情報通信ネットワークの構築

のためには、これらの衛星通信技術をさらに発展させ、活用していくことが必要であ

る。平成 23年度においては、「きずな」、「きく８号」の実証実験を推進。平成 24年度に

おいては、「きずな」を用いて、地方自治体や日本医師会等と連携して、大規模災害時

を想定した情報共有等の実証実験を実施。また、「きく８号」を用いて、他の研究機関

と連携して、津波ブイからの伝送等の防災に関する実証実験を実施。 

当面（今年度中）の取組み 

○ 災害に強い情報通信ネットワークの構築の実現を目指し、「きく８号」や「きずな」で実

証された衛星通信技術及びその利用成果を発展させる次世代情報通信衛星に関す

る技術検討を行う。 また、「きずな」、「きく８号」を用いた防災に関する実証実験を平

成 24年度に引き続き実施。 

中・長期的（3年程度）取組み 

○ 携帯電話での衛星通信を可能とする技術の開発、被災地に通信能力を集中し、小

型・省電力の地上装置により直ちにインターネット接続環境を確保できる技術の開発

等により、災害により地上通信網に被害が出た状況でも、安定して災害情報伝達及び

連絡を可能とし、必要な場所に早急に地上ネットワークを再構築できるシステムを目

指して、次世代情報通信衛星の研究開発を推進。  

期待される効果・達成すべき目標 
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○ 次世代情報通信衛星の研究開発により、以下のような成果が期待。 

・現状の衛星携帯電話は専用端末を配備しておく必要があるが、本技術開発により衛

星の能力を向上することで、災害発生時等に被災地等において携帯電話による緊急

情報（余震情報、津波情報、避難経路等）伝達や、メール等による双方向通信を可能

とする。 

・現状の通信衛星は通信能力を変更できないため、災害発生時でも平時と同じ固定的

な通信能力の中で通信を行うことになるが、本技術開発により特定地域へ通信能力を

集中することを可能とすることで、災害発生時の被災地等において安否確認や復興に

必要なより多くの情報をタイムリーに提供できるようにする。 

・東日本大震災で多くの地上局が使用不可となったが、これに代替する現状の衛星通

信用の可搬局は、質量が比較的大きく持ち運びが容易ではない、設置や運用に複数

の専門スタッフで対応する必要がある、動作に必要な電力確保に大型の発電機が必

要であるなどの課題が残った。本研究開発により、輸送性・可搬性に優れた、自動車

電源（シガーソケット）でも利用可能な小型・簡易・省電力の衛星端末でのブロードバン

ド通信を実現することで、災害発生時の被災地等において必要な場所に早急に地上

ネットワークを再構築することができる。 

平成 24年度補正予算及び平成２５年度予算における予算措置状況 

・技術試験衛星Ⅷ型「きく８号」（ETS-Ⅷ） 平成 25年度当初予算：118百万円 

・超高速インターネット衛星「きずな」(WINDS) 平成 25年度当初予算：662百万円  

・次世代情報通信衛星の技術検証 平成 25年度当初予算：50百万円 

※独立行政法人宇宙航空研究開発機構の運営費交付金の一部 
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災害を想定したサプライチェーン対策 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 農林水産省 

節 （４） （３）  

項 ⑤ ⑨  作成年月 

目 （ⅹⅱ） （ⅱ）  平成 25年 4月 

これまでの取組み 

○ 大震災等の災害発生時にも食料供給に不安が生じないよう、BCPの策定を継続して

推進。 

○ 食品産業事業者間の連携を促進するための指針の作成等。 

○ 東北地域で災害時においても円滑な食料供給を可能とする災害時にも機能する物

流拠点を構築するため、被災地以外の関係者も含めた協議会の開催に対する支援

を実施。 

    （23年度：協議会を２回開催） 

○  被災地に対する他地域からのバックアップ体制のあり方等、災害時にも機能する食

品のサプライチェーンの構築に向けた検討に対する支援を実施。 

    （24年度：協議会を４回開催、意見交換会を１回開催） 

○ 食品関連事業者等の共同・連携による、被災地（岩手県、宮城県、福島県）における

物流拠点の新設・増改築を支援。 

 

当面（今年度中）の取組み 

○ 食品産業事業者間の緊急時における取り決めや協定を確実にするための訓練や演

習のマニュアルの作成等。 

○ 上記マニュアルも踏まえつつ、首都直下地震及び南海トラフ地震の発災時において

も円滑な食料供給が可能となるよう、食品産業事業者等の連携・協力体制の構築や

そのための覚書や協定等の締結を推進するとともに、これらに基づく実証を実施。 

 

中・長期的（3年程度）取組み 

○ 災害時にも機能する食品のサプライチェーンの構築の実証・普及。 

○ 食品産業事業者が主体的に緊急事態に取り組むための環境づくりを検討。 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 平成 26年度に流通量の 2割にあたる事業者で演習を実施。 

○ 災害時にも円滑な食品のサプライチェーンを維持するための食品産業事業者間の覚

書や協定等の締結数の増加。 

平成 24年度補正予算及び平成 25年度予算における予算措置状況 

・災害に強い食品サプライチェーン構築事業（25年度：34百万円）  

・緊急時における食料の安定供給対策事業 （25年度：17百万円） 
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生活支援円滑化事業 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 経済産業省 

節 （３）地域経済活動の再生 

項 ⑨交通・物流、情報通信 作成年月 

目 (ⅳ) 被災地域の地方公共団体と住民が円滑にコミュ

ニケーションできる環境の確保や、被災者の生活支

援を円滑化するための取組みを促進する。また、復

興の進捗状況などのインターネットでの公開や、利用

しやすい形での政府保有データの提供、内外に向け

た正確な情報発信等を進める。 

平成 25年 4月 

これまでの取組み 

各府省・自治体がバラバラに被災者に提供していた復興支援制度情報のデータを標

準化し、組織の壁を越えてワンストップで制度検索等を行えるようにした。また、平成２５

年度以降の本格運用に向け、データベース及び利用サイトの機能の強化及びその検証

を行った。 

当面（今年度中）の取組み 

本サービスは平成２５年度に復興庁に移管することとなっており、移管に向けた引き継ぎ

運用作業を進める。また、関係府省とともに運用の協力を行う。 

中・長期的（3年程度）取組み 

－ 

期待される効果・達成すべき目標 

震災復興に関する制度情報等を入手、活用しやすくすることにより、復興施策が、被災地

域の地方公共団体や住民等に十分に活用されることを目指す。 

 

平成 24年度補正予算及び平成 25年度予算における予算措置状況 

 ・電子経済産業省構築事業 375百万円の内数【平成 25年度予算（一般会計）】 
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被災地域における公共交通の確保・維持 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 国土交通省 

節 （１） 災害に強い地域づくり 

（３） 地域経済活動の再生 

項 （１）①高齢化や人口減少等に対応した新しい地域づくり 

（３）⑨交通・物流、情報通信 

作成年月 

目 （１）①(ⅱ) 

（３）⑨（ⅱ）（イ） 

平成 25年 4月 

これまでの取組み 

○ 東日本大震災の被災地域における移動手段をもたない高齢者や子供などの生活交

通を支えるため、平成２３年度に創設された地域公共交通確保維持改善事業を活用

して、被災地域におけるバス交通の確保・維持の取組について輸送量等に係る補助

要件の緩和などの特例措置を講じることにより支援しているところ。 

○ 本事業の特例措置による取組みの周知・開始以降、活用見込み地域の増加、補助

見込額の増加等が生じたことから、被災地域の幹線バス交通の確保・維持に追加の

補助額が必要となったため、平成２３年度第３次補正予算において、必要額を計上し、

被災３県の７事業者に対して、補助を行ったところ。また、被災地域の市町村における

生活交通の確保・維持については、当初予算において２９市町村に対して支援を実施

したところ。 

○ 平成２４年度予算においては、被災地域の生活交通の確保・維持について被災３県

の９事業者及び３０市町村に対して支援を実施したところ。 

当面（今年度中）の取組み 

○ 引き続き、被災地域における生活交通の適切な確保・維持を図る。 

○ また、平成２５年度予算においては、被災地域の市町村における生活交通の確保・

維持については支援の拡充（一定の要件の下で補助上限額を引き上げ）を実施する

予定。 

中・長期的（3年程度）取組み 

○ 被災地域における復興の進捗、まちづくりに対応した、生活交通の確保・維持につい

て、本事業の特例措置等を活用しつつ支援を行う。 

※特例措置の期間：５年（調査事業については３年） 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 被災地域における県、市町村又は協議会により計画された生活交通バス路線の維

持率・・・平成 23年度～27年度 ： 100％ 

平成 24年度補正予算及び平成 25年度予算における予算措置状況 

・地域公共交通確保維持改善事業 2,700百万円【復興特会】 （２５年度予算） 
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災害に強い物流システムの構築 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 
国土交通省 

節 （３）地域経済活動の再生 

項 ⑨交通・物流、情報通信 作成年月 

目 （ⅱ） （二）～（へ） 平成 25年 4月 

これまでの取組み 

○ 東日本大震災からの復興の基本方針（平成 23 年 7 月 29 日）」において、「類

似災害に備えての倉庫、トラック、外航・内航海運等の事業者など民間のノウハウ

や施設の活用などソフト面を重視した災害ロジスティクスの構築」が掲げられたこ

とを踏まえ、平成 23年 9月以降、3回にわたって有識者、物流事業者・団体からな

るアドバイザリー会議を開催し、支援物資物流に係る課題について整理・分析し、

同年 12 月 2 日に支援物資物流システムの基本的な考え方について報告書をとり

まとめ公表した。また、同年 12月より、首都直下、東海、東南海、南海地震の被

害が想定される４ブロック（関東、東海、近畿、中四国・九州）において、

学識経験者、関係自治体、物流事業者等で構成される「民間の施設・ノウハ

ウを活用した災害に強い物流システムの構築に関する協議会」を設置し、支

援物資の広域的な受入拠点（広域物資拠点）としての活用を想定する民間物

流施設（民間物資拠点）を 395 箇所リストアップするとともに、官民の協力

協定の締結・拡充の促進等の取組を実施した。 

○ 平成 24年度は、東北地域において、新たに「東北地域における災害に強

い物流システムの構築に関する協議会」を立ち上げ、震災時に支援物資物流

に直接に携わった関係者の経験を基にして全国に展開すべき知見を整理し

た。また、平成 23年度から取組を進めている上記４ブロックに対応する地域

では、引き続き協議会を開催し、各地域で想定される大規模な災害の被害想

定を基にして、支援物資物流に関するシステムの検証等を実施した。さらに、

全国で民間物資拠点を新たに 539 箇所（延べ 934 箇所）リストアップする等

の取組を進めた。 

○ 平成 23 年度及び平成 24 年度において、民間物資拠点を対象にした非常

用電源設備、非常用通信設備の導入支援を実施した。 

当面（今年度中）の取組み 

○全国レベルでの取組 

・平成 24 年度に各地域でとりまとめた知見等を「基本的な考え方」や「マニュア

ル」等のかたちで統一化�  

・関係省庁間での取組が必要な事項（例えば、「送り手側のルール」の全国展開 

等）の調整 

・国土交通省での地方自治体職員等を対象とした災害物流に関する研修の立ち

上げ 

○各地域レベルでの取組 

・支援物資物流の「基本的な考え方」等の地方自治体等への普及�  

・具体的な連絡体制の整備、対応手順の確定、関係者間での認識・情報共有、こ

れらを検証するための訓練の実施 

・民間物資拠点のリストアップの拡充、官民の協力協定の締結促進 
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中・長期的（3年程度）取組み 

○ 引き続き協議会等による検討を継続するとともに、官民の協力協定の締結・充

実の促進等により、円滑な支援物資物流の確保に向けた取組を行う。 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 官民の協力協定の締結・充実の促進や、支援物資物流の「基本的な考え方」

等の地方自治体、物流事業者への普及等を通して円滑な支援物資物流を確保す

る。 

平成 24年度補正予算及び平成 25年度予算における予算措置状況 

○ 災害に強い物流システム構築事業： 216百万円【一般会計】（平成 24年度補 

正予算） 
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外航海運企業のノウハウ等を活用した災害ロジスティクスの構築 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 
国土交通省 

節 （３）地域経済活動の再生 

項 ⑨交通・物流、情報通信 作成年月 

目   （ⅱ）（へ） 平成 25年 4月 

これまでの取組み 

・外国の外航海運企業による京浜港の抜港状況等について調査を実施。 

・諸外国による航行制限等について調査し、国際機関等とも連携をとり、正確な情報

提供を実施。 

・日本の外航海運企業等に対し、東日本大震災、福島原発事故が外航海運に与え

た影響や今後の課題等について調査を実施。 

・日本に寄港する外国の外航海運企業に対して、上記同様、東日本大震災、福島原

発事故が外航海運に与えた影響や今後の課題等について調査を実施。 

・今回の震災対応において先駆的な取組みを実施した若しくは実施しようとした外航

海運企業等に対し詳細なヒアリングを実施。 

 

当面（今年度中）の取組み 

・引き続き外航海運企業等に対し詳細なヒアリングを実施し、収集・整理した情報を

類型化し、類似災害に備えた対応の基本的考え方を整理。 

 

中・長期的（3年程度）取組み 

・上記取組みを包括し、経済安全保障の観点から外航海運企業のノウハウ等を活用

した災害ロジスティクスを構築。 

 

期待される効果・達成すべき目標 

・類似の大規模災害が発生した際の安定的な国際海上輸送の確保。 

 

平成 24年度補正予算及び平成 25年度予算における予算措置状況 
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